
地域再生基本方針の一部変更について 

 

令和元年 月 日  

閣 議 決 定 案  

 

 

地域再生法（平成17年法律第24号）第４条第６項の規定に基づき、地域再生基本

方針（平成17年４月22日閣議決定）の一部を次のとおり変更する。 

 

１の１）中「環境未来都市」の下に「、SDGs未来都市」を加える。 

 

２の３）中「形成を推進し」を「形成を推進するとともに、居住者の高齢化等の

課題を抱える住宅団地について、住民の就業・交流の場等の多様な機能を導入し、

多世代共生型のまちの形成を推進することにより」に改め、「雇用創出・所得確保

を図っていく」の下に「。加えて、移住者による空き家や農地の取得を支援するな

ど、移住先の魅力ある環境の整備を進めることにより、農村地域等への移住を促進

する」を加え、同４）中「ＰＦＩ制度等」を「ＰＰＰ／ＰＦＩ」に改め、同５）の

題名を次のように改める。 

５） 構造改革特区、総合特区、国家戦略特区、都市再生、中心市街地活性化、環境

モデル都市、環境未来都市、SDGs未来都市等との連携 

 

２の５）中「配慮する」の下に「。また、地域における多様な課題に対応した取

組により持続可能な地域再生を実現していく上では、持続可能な開発目標（SDGs）

を活用し、経済、社会及び環境の統合的向上などを図ることも有効である」を、「環

境未来都市」の下に「、SDGs未来都市」を加える。 

 

５の３）①ロ中「５）⑭、⑮及び⑯」を「５）⑰、⑱及び⑲」に改め、同５）⑫ロ

ｂ．中「住宅をいう」の下に「。以下同じ」を加え、同ｃ．中「福祉サービスをい

う」の下に「。以下同じ」を加え、同⑲を同㉒とし、同⑱を同㉑とし、同⑰を同⑳

とし、同⑯中「第17条の41」を「第17条の63」に、「第５条第４項第14号」を「第

５条第４項第17号」に改め、同⑯を同⑲とし、同⑮中「第17条の40」を「第17条の

62」に、「第５条第４項第13号」を「第５条第４項第16号」に改め、同⑮を同⑱と

し、同⑭中「第17条の39」を「第17条の61」に、「第５条第４項第12号」を「第５

条第４項第15号」に改め、同⑭を同⑰とし、同⑬イ中「第17条の36第１項」を「第

17条の57第１項」に改め、同ロ中「第17条の37第１項」を「第17条の58第１項」に

改め、同ハ中「第17条の38」を「第17条の59」に改め、同⑬を同⑮とし、同⑮の次

に次のように加える。 

⑯ 株式会社民間資金等活用事業推進機構の業務の特例 

法第17条の60により、株式会社民間資金等活用事業推進機構は、民間資金等



の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成11年法律第117号）

に規定する業務のほか、認定地方公共団体が認定地域再生計画に基づき民間資

金等活用公共施設等整備事業（地方公共団体が所有し、又は管理する土地又は

施設の有効活用を図る事業であって、民間の資金、経営能力及び技術的能力を

活用することにより効率的かつ効果的に実施されるもののうち、当該地方公共

団体の長が管理者となる公共施設等の整備を伴うもの）を行う場合において、

当該認定地方公共団体の依頼に応じて、次に掲げる業務を営むことができるこ

ととする。 

イ 当該認定地方公共団体に対する専門家の派遣 

ロ 当該認定地方公共団体に対する助言 

ハ イ及びロに掲げる業務に附帯する業務 

 

５の５）⑫の次に次のように加える。 

⑬ 地域住宅団地再生事業計画に基づく特例 

イ 認定市町村は、法第17条の36により、都道府県知事等を加えた地域再生協

議会における協議を経て、認定地域再生計画に記載されている地域住宅団地

再生事業（地域住宅団地再生区域において、当該区域の住民の共同の福祉又

は利便の向上を図るために行う事業をいう。以下同じ。）の実施に関する計

画（以下「地域住宅団地再生事業計画」という。）を作成することができる。 

当該地域住宅団地再生事業計画には、地域住宅団地再生区域の区域を記載

するものとする。当該地域住宅団地再生区域の区域は、自然的経済的社会的

条件からみて一体的な日常生活圏を構成していると認められる、住宅の需要

に応ずるため一体的に開発された相当数の住宅の存する一団の土地及びその

周辺の区域であって、当該区域における人口の減少又は少子高齢化の進展に

対応した都市機能の維持又は増進及び良好な居住環境の確保を図ることが適

当と認められる区域として認定市町村が定める区域を記載する。 

ロ このほか、地域住宅団地再生事業計画には、おおむねａ．からｇ．までに

掲げる事項を記載するものとする。 

ａ．地域住宅団地再生区域における住宅団地再生の方向性その他の地域住宅

団地再生事業に関する基本的な方針を記載する。 

ｂ．地域住宅団地再生区域において住宅団地再生を図るために整備すべき医

療施設、福祉施設、商業施設その他の当該区域の住民の共同の福祉又は利

便のため必要な施設を記載するとともに、これらの施設を整備するための

施策として、必要な土地の確保、費用の補助等の認定市町村が講ずる施策

に関する事項を記載する。 

ｃ．地域住宅団地再生区域において整備すべき高年齢者向け住宅を記載する

とともに、当該高年齢者向け住宅を整備するための施策として、必要な土

地の確保、費用の補助等の認定市町村が講ずる施策に関する事項を記載す

る。 



ｄ．地域住宅団地再生区域において提供すべき介護サービスを記載するとと

もに、当該介護サービスの提供体制を確保するために認定市町村が講ずる

施策に関する事項を記載する。 

ｅ．地域住宅団地再生区域において公共交通機関の利用者の利便の増進を図

るために認定市町村が講ずる施策に関する事項を記載する。 

ｆ．地域住宅団地再生区域において貨物の運送の共同化その他の貨物の運送

の合理化を図るために認定市町村が講ずる施策に関する事項を記載する。 

ｇ．ａ．からｆ．までに掲げる事項のほか、認定市町村が地域住宅団地再生

事業の実施のために必要と認める事項を記載する。 

ハ 認定市町村は、イ及びロに掲げる事項のほか、法第17条の36第４項各号に

掲げる事項を地域住宅団地再生事業計画に記載することができる。当該事項

のうち、国土交通大臣や都道府県知事の権限に係るものについて、その同意

を得て地域住宅団地再生事業計画に記載したときは、法第17条の37から第17

条の41まで、第17条の45及び第17条の48から第17条の50までにより、以下の

特例を適用することとする。 

ａ．国土交通大臣の同意を得て住宅団地再生建築物整備事業（住居専用地域

内において、住宅団地再生を図るために必要な建築物の整備を促進する事

業をいう。以下同じ。）に関する必要事項が記載された地域住宅団地再生

事業計画が公表されたときは、当該公表の日以後は、特定行政庁は、当該

計画に記載された当該事業に係る基本的な方針に適合すると認める場合に、

建築基準法（昭和25年法律第201号）第48条第15項の手続を経た上で、同条

第１項から第４項までの規定のただし書に基づく許可を行うことができる

こととする。 

また、国土交通大臣の同意を得て特別用途地区住宅団地再生建築物整備

事業（特別用途地区内において、住宅団地再生を図るために必要な建築物

の整備を促進する事業をいう。）又は地区計画等住宅団地再生建築物整備

事業（地区計画等の区域内において、住宅団地再生を図るために必要な建

築物の整備を促進する事業をいう。）に関する必要事項が記載された地域

住宅団地再生事業計画が公表されたときは、当該公表の日に、それぞれ建

築基準法第49条第２項又は第68条の２第５項の承認があったものとみなす。 

ｂ．公告及び縦覧等の手続を経て都市計画住宅団地再生建築物等整備事業（市

町村が定める都市計画の決定又は変更をすることにより、住宅団地再生を

図るために必要な建築物その他の施設の整備を促進する事業をいう。以下

同じ。）に関する必要事項が記載された地域住宅団地再生事業計画が公表

されたときは、当該公表の日に、当該都市計画住宅団地再生建築物等整備

事業に係る都市計画の決定又は変更がされたものとみなす。 

ｃ．有料老人ホームを整備する事業に関する必要事項が記載された地域住宅

団地再生事業計画が公表されたときは、当該有料老人ホームに関する老人

福祉法第29条第１項の規定による届出については、その設置の日から一月



以内に、都道府県知事等に届け出ることをもって足りることとし、当該届

出については、市町村長を経由してすることができるものとする。 

ｄ．都道府県知事の同意を得て居宅サービス事業又は介護予防サービス事業

に関する必要事項が記載された地域住宅団地再生事業計画が公表されたと

きは、当該公表の日に、これらの事業の実施主体に関し、それぞれ介護保

険法第41条第１項本文又は同法第53条第１項本文の指定があったものとみ

なす。 

同様に、地域密着型サービス事業、介護予防サービス事業又は第一号事

業に関する必要事項が記載された地域住宅団地再生事業計画が公表された

ときは、当該公表の日に、これらの事業の実施主体に関し、それぞれ同法

第42条の２第１項本文、同法第54条の２第１項本文又は同法第115条の45の

３第１項の指定があったものとみなす。 

ｅ．地域住宅団地再生事業計画に住宅団地再生道路運送利便増進事業に関す

る必要事項が記載されている場合において、当該事業の実施主体が当該事

業を実施するための計画（住宅団地再生道路運送利便増進実施計画）を作

成し、国土交通大臣の認定を受けたときは、道路運送法の規定により許認

可を受け、又は届出をしたものとみなす。 

ｆ．地域住宅団地再生事業計画に住宅団地再生貨物運送共同化事業に関する

必要事項が記載されている場合において、当該事業の実施主体が当該事業

を実施するための計画（住宅団地再生貨物運送共同化実施計画）を作成し、

国土交通大臣の認定を受けたときは、貨物利用運送事業法（平成元年法律

第82号）又は貨物自動車運送事業法（平成元年法律第83号）の規定により

登録若しくは許認可を受け、又は届出をしたものとみなす。 

ニ 独立行政法人都市再生機構は、認定市町村からの委託に基づき、地域住宅

団地再生事業計画の作成又は地域住宅団地再生事業の実施に必要な調査、調

整及び技術の提供の業務であって、ロｂ．の施設又は同ｃ．の高年齢者向け

住宅の整備に係るものを行うことができることとする。 

 

⑭ 既存住宅活用農村地域等移住促進事業計画に基づく特例 

イ 認定市町村は、法第17条の54により、都道府県知事、農業委員会等を加え

た地域再生協議会における協議を経て、認定地域再生計画に記載されている

既存住宅活用農村地域等移住促進事業（農村地域等移住促進区域において、

農村地域等移住者（当該農村地域等移住促進区域に移住する者をいう。以下

同じ。）に対して当該農村地域等移住促進区域内における既存住宅の取得等

及び農地又は採草放牧地についての権利の取得を支援することにより当該農

村地域等移住促進区域への移住の促進を図るために行う事業をいう。以下同

じ。）の実施に関する計画（以下「既存住宅活用農村地域等移住促進事業計

画」という。）を作成することができる。 

当該計画には、農村地域等移住促進区域の区域、農村地域等移住者による



当該区域内における既存住宅の取得等を支援するために認定市町村が講ずべ

き施策に関する事項、農村地域等移住者による付随農地等（農村地域等移住

促進区域内の既存の住宅に付随する農地若しくは採草放牧地又は就農のため

に必要な農地若しくは採草放牧地をいう。以下同じ。）についての農地法第

３条第１項本文に掲げる権利の取得を支援するために認定市町村が講ずべき

施策に関する事項等を記載するものとする。 

ロ 国の行政機関の長又は都道府県知事は、既存住宅活用農村地域等移住促進事

業計画に記載された農村地域等移住促進区域内における農村地域等移住者によ

る既存住宅の取得等のため、都市計画法等の規定による許可等の処分を求めら

れたときは、当該既存住宅の取得等の促進が図られるよう適切な配慮をするも

のとする。 

ハ 認定市町村は、イに掲げる事項のほか、農業委員会の同意を得て、農地法第

３条第２項第５号に規定する面積の特例を定めることにより農村地域等移住者

による付随農地等についての同条第１項本文に掲げる権利の取得を特に促進す

る必要がある区域（以下「特定区域」という。）及び当該特定区域における付

随農地等について同号に規定する面積に代えて適用すべき特別の面積（以下「特

例面積」という。）を記載することができることとし、これらの事項が記載さ

れた既存住宅活用農村地域等移住促進事業計画が公表されたときは、農村地域

等移住者が当該特定区域内の付随農地等について同項本文に掲げる権利を取得

しようとする場合における同条の規定の適用については、当該特例面積を適用

することとする。 

 

別表を別紙のように改める。 

 

 

 

  附 則 

 この閣議決定は、地域再生法の一部を改正する法律（令和元年法律第六十六号）

の施行の日から施行する。 



 
 
 

別 紙 
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まち・ひと・しごと創生交付
金（地方創生推進交付金）

従来の「縦割り」事業のみでは対応しきれない課題に取
り組む地方を支援する観点から、事業の実施状況に関
する客観的な指標とＰＤＣＡサイクルの確立の下、地方
版総合戦略に基づく、地方公共団体の自主的・主体的
で先導的な事業を支援するため、予算の範囲内で、交
付金を交付する。

内閣府
農林水産省
国土交通省
環境省 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

地方創生応援税制（まち・
ひと・しごと創生寄附活用
事業に係る課税の特例）

認定地域再生計画に記載されている、まち・ひと・しごと
創生寄附活用事業に関連する寄附を行う法人に対し
て、課税の特例措置を講ずる。

内閣府

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

地域再生支援利子補給金 認定地域再生計画に記載されている事業を行う事業
実施者に対して、内閣総理大臣から指定を受けた金
融機関が融資を行う場合に、予算の範囲内で、国か
ら利子補給金を支給する。

内閣府

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

特定地域再生支援利子補
給金

認定地域再生計画に記載されている特定政策課題の
解決に資する事業を行う事業実施者に対して、内閣総
理大臣から指定を受けた金融機関が融資を行う場合
に、予算の範囲内で、国から利子補給金を支給する。

内閣府

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

小さな拠点の形成に資す
る事業を行う株式会社に
対する投資促進税制

小さな拠点の形成に資する事業を行う株式会社に対
する投資について、広く民間から志ある資金を集め
るための税制上の優遇措置を講ずることにより、対
象事業の充実を図る。

内閣府

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

特定地域再生事業に係る
地方債の特例

施設の統廃合等により不要となった公共施設又は公
用施設については、老朽化等による危険性の増大や
一定の維持管理コストの発生が見込まれるため、特
定政策課題の解決に資する当該施設の除却につい
て、支援措置を講ずる。

内閣府
総務省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

地方における本社機能の
強化を行う事業者に対す
る特例

地方において本社機能の強化を行う地方活力向上地
域等特定業務施設整備計画の認定事業者等に対し
て、債務保証、課税の特例及び減収補てんの特例措
置を講ずる。

内閣府
総務省
厚生労働省
経済産業省 ◎ ◎ ◎

地域来訪者等利便増進活
動計画に基づく特例

認定市町村が、認定市町村の議会の議決及び公園管
理者の同意を得た上で、地域来訪者等利便増進活動
計画を認定したときは、認定地域来訪者等利便増進
活動実施団体に対し、都市公園の占用に関する特例
措置を講ずる。（※併せて、地域再生計画及び地域
来訪者等利便増進活動計画に、地域来訪者等利便増
進活動により受けると見込まれる利益の限度におい
て、受益事業者から負担金を徴収し、これを地域来
訪者等利便増進活動実施団体に対し、交付金として
交付する措置の内容について記載する必要あり。）

内閣府
国土交通省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

商店街活性化促進事業計
画に基づく法律上の特別
の措置

認定市町村が、認定地域再生計画に記載された商店
街活性化促進事業計画を作成したときは、商店街振
興組合の設立要件の緩和、中小企業への資金調達面
での支援等の特例措置を講ずる。

内閣府
経済産業省

◎ ◎ ◎

地域再生土地利用計画に
基づく法律上の特別の措
置

市町村が、認定地域再生計画に記載された
①基幹集落に生活サービス機能を集め、周辺集落と
交通ネットワーク等で結ぶ「小さな拠点」の形成に
関する事項
②農用地等の保全及び利用に関する事項
について、協議会での協議を経て地域再生土地利用
計画を作成し、都道府県知事の同意を得たときは、
当該計画に基づく施設整備について農地転用許可、
農用地区域の変更基準、開発許可等の特例措置を講
ずる。

内閣府
農林水産省
国土交通省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

自家用有償旅客運送者に
よる貨物の運送の特例

基幹となる集落に機能・サービスを集約し、周辺集
落とのネットワークを持つ「小さな拠点」を形成す
る場合に、持続可能な地域公共交通の形成及び物資
の流通の確保に資するため、市町村が地域再生計画
を作成し認定を受けた場合に、自家用有償旅客運送
者による少量貨物の運送を可能とする。

国土交通省

◎ ◎ ◎

別表（地域再生計画と連動する施策）

（※１）地域再生計画と連動する方法欄について、「支援要件」は地域再生計画の認定を受けることが支援の要件となる施策、「特別支援」は地域再生計画の認定を受けた場合に採択要件の緩和
や補助率のかさ上げなどの特別な支援が受けられる施策、「優先採択」は地域再生計画の認定を受けた場合に優先採択や加点措置などの重点的な支援が受けられる施策、「その他」はその他の方
法により連動する施策。
（※２）プログラム分類の欄について、「雇用再生」は地域の雇用再生プログラム、「つながり」は地域のつながり再生プログラム、「再チャレ」は地域の再チャレンジ推進プログラム、「交流
連携」は地域の交流・連携推進プログラム、「産業活性」は地域の産業活性化プログラム、「知の拠点」は地域の知の拠点再生プログラム、「温暖対策」は地域の地球温暖化対策推進プログラ
ム、「その他」は各プログラムに属さない横断的に地域再生に役立つ施策群。
（※３）特定政策課題の欄について、地域再生基本方針４の３）特定政策課題の具体的テーマの設定①のイを「健康まちづくり」、①のロを「郊外団地再生」、①のハを「中山間地域」、②のイ
を「６次産業化」、②のロを「再生可能エネルギー」としている。

施 策 名 施 策 概 要 府 省 庁 名

地域再生計画と連動する方法 プログラム分類 特定政策課題のテーマ分類
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施 策 名 施 策 概 要 府 省 庁 名

地域再生計画と連動する方法 プログラム分類 特定政策課題のテーマ分類

生涯活躍のまち形成事業
計画に基づく特例

認定市町村が、認定地域再生計画に記載された「生
涯活躍のまち」形成事業について、協議会での協議
を経て生涯活躍のまち形成事業計画を作成し、都道
府県知事等の同意を得たときは、事業の実施に必要
となる介護事業者の指定等、事業者による手続の簡
素化の特例措置を講ずる。

内閣府
厚生労働省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

地域住宅団地再生事業計
画に基づく特例

認定市町村が、認定地域再生計画に記載された地域
住宅団地再生事業について、協議会での協議を経て
地域住宅団地再生事業計画を作成し、国土交通大臣
等の同意を得て公表したときは、当該地域住宅団地
再生事業計画に記載された建築物の整備方針に適合
することをもって建築物の建築等を許可することが
可能となる等の特例措置を講ずる。

内閣府
厚生労働省
国土交通省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

既存住宅活用農村地域等
移住促進事業計画に基づ
く特例

認定市町村が、認定地域再生計画に記載された既存
住宅活用農村地域等移住促進事業について、協議会
での協議を経て既存住宅活用農村地域等移住促進事
業計画を作成し、農業委員会の同意を得て公表した
ときは、一定の区域について農業委員会の公示によ
らずに、移住者が農地の権利を取得する場合におけ
る下限面積を引き下げることが可能となる等、手続
の円滑化の特例措置を講ずる。

内閣府
農林水産省
国土交通省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

地域農林水産業振興施設
を整備する事業に係る農
地転用等の許可等の特例

農林水産業の６次産業化に資する施設の整備が図ら
れるよう、地域農林水産業振興施設を整備する事業
を定めた地域再生計画について内閣総理大臣の認定
を受けた市町村が、協議会での協議を経て地域農林
水産業振興施設整備計画を作成し、都道府県知事の
同意を得たときは、当該計画に基づく施設整備につ
いて、農地転用許可、農用地区域の変更基準等の特
例措置を講ずることとする。

農林水産省

◎ ◎ ◎ ◎

株式会社民間資金等活用
事業推進機構の業務の特
例

認定地方公共団体が認定地域再生計画に基づき民間
資金等活用公共施設等整備事業を行う場合におい
て、株式会社民間資金等活用事業推進機構が、当該
認定地方公共団体の依頼に応じて、当該認定地方公
共団体に対する専門家の派遣、助言等の業務を営む
ことができることとする。

内閣府

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

構造改革特別区域計画等
の認定等の手続の特例

地方公共団体が複数の計画を一体的に作成しやすく
なるとともに、事務負担の軽減を図るため、地域再
生計画に構造改革特別区域法、中心市街地活性化法
又は地域経済牽引事業促進法の事業に関する事項を
記載して申請した場合、地域再生計画の認定を受け
たときは、上記の各法律に基づく計画の認定等が
あったものとみなす。

内閣府
経済産業省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

補助対象施設の有効活用 補助対象財産を有効に活用した地域再生を支援する
ため、社会経済情勢の変化等に伴い需要の著しく減
少している補助対象財産の転用を弾力的に認めると
ともに、手続を簡素合理化することとし、法第18条
により、認定地域再生計画に基づき、補助対象財産
を補助金等の交付の目的以外の目的に使用し、譲渡
し、交換し、貸し付け、又は担保に供する場合にお
いては、地域再生計画の認定を受けたことをもっ
て、補助金等適正化法第22条に規定する各省各庁の
長の承認を受けたものとして取り扱い、転用を認め
ることとする。用途や譲渡先について差別的な取り
扱いをしないこと及び国庫納付を求めないこととす
る。

全府省庁

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

地域における男女共同参
画促進を支援するアドバ
イザー派遣事業

地域における様々な課題解決のための実践的な活動
に関する先進事例の収集・分析・提供やアドバイ
ザー派遣等による総合的な支援を行う。なお、アド
バイザー派遣の選定に当たって、地域再生計画の認
定を受けているものについては、一定の配慮を行
う。

内閣府

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

中小企業再生支援協議
会、整理回収機構等の連
携

地域経済の動向に甚大な影響を与えるといった事態
の発生に伴い、地域企業に対する再生支援を含む各
種施策を集中・連携して実施するため、地域再生計
画の認定を踏まえ、当該地域の地方公共団体におい
て中小企業再生支援協議会、整理回収機構等関係機
関を含む連絡調整組織を整備するとともに、当該地
方公共団体からの要請に応じ、企業再生実務に関す
る説明会に対し、同協議会等が連携して専門家を派
遣する等、集中的に支援を行う。

経済産業省
金融庁

◎ ◎

公共施設を転用する事業
へのリニューアル債の措
置

既存の公共施設を地域活性化事業が目的とする地域
の活性化を図るための施設に転用するための増改築
等のリニューアル事業で、認定地域再生計画に位置
付けられた場合には、地域活性化事業債の対象とす
る。

総務省

◎ ◎

ふるさと融資の限度額拡
大

地方公共団体が（財）地域総合整備財団の支援を得
て、地域振興に資する民間事業活動等を対象として
行うふるさと融資について、「地域再生支援利子補
給金」又は「特定地域再生支援利子補給金」の支援
措置を活用した地域再生計画の認定を受けた地域に
対しては、一般の地域よりも有利な融資限度額を適
用する。

総務省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

過疎地域等自立活性化推
進交付金

過疎地域における喫緊の諸課題に対応するためのソ
フト事業を行う過疎地域等自立活性化推進事業、過
疎地域の集落再編を図るための過疎地域集落再編整
備事業、過疎地域にある遊休施設を再活用して地域
間交流及び地域振興を図るための施設の整備を行う
過疎地域遊休施設再整備事業及び集落の継続的な維
持・活性化を図るための過疎地域等集落ネットワー
ク圏形成支援事業について、その経費の全部又は一
部を交付する。

総務省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
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地域再生計画と連動する方法 プログラム分類 特定政策課題のテーマ分類

公有地の拡大の推進に関
する法律による先買いに
係る土地を供することが
できる用途の範囲の拡大

公有地の拡大の推進に関する法律（昭和47年法律第
66号）に基づく先買い制度により取得された土地を
供することができる事業の対象に、当該土地が取得
後10年を経過している等の要件を満たす場合に限
り、認定地域再生計画に記載された事業を追加す
る。

総務省
国土交通省

◎ ◎

外国人研究者等に対する
永住許可弾力化事業

質の高い研究開発の推進や当該研究開発の成果を実
用化した新規事業の創出等に取り組む地域におけ
る、特定の研究機関等で研究等を行う外国人研究
者、情報処理技術者であって、我が国への貢献が認
められる者については、永住許可要件（在留実績期
間）の緩和を行うこととする。地域再生計画の認定
を支援の要件とする。

法務省

◎ ◎ ◎

外国人研究者等に対する
入国申請手続に係る優先
処理事業

質の高い研究開発の推進や当該研究開発の成果を実
用化した新規事業の創出等に取り組む地域におけ
る、特定の研究機関等で研究等を行う外国人研究
者、情報処理技術者については、入国・在留諸申請
の優先処理を行うこととする。地域再生計画の認定
を支援の要件とする。

法務省

◎ ◎ ◎

地域雇用活性化推進事業 雇用機会が不足している地域や過疎化が進んでいる
地域等の市町村、経済団体等から構成される協議会
が地域の特性を生かして提案する「魅力ある雇用」
や「それを担う人材」の維持・確保を図るための創
意工夫ある取組について、コンテスト方式により選
抜・委託した上で実施する。
当該取組が地域再生計画に位置付けられている場
合、選定に当たって一定程度配慮する。

厚生労働省

◎ ◎

地域若者サポートステー
ション事業

若年無業者等の若者が充実した職業生活を送り、我
が国の将来を支える人材となるよう、地域若者サ
ポートステーション(以下、「サポステ」という。)
事業として、ＮＰＯ等を活用し、全国において以下
の支援を実施する。
・職業的自立に向けての専門的相談支援
・サポステの支援を受けて就職した者等に対する就
労後の定着・ステップアップ支援
・合宿を含む集中的な訓練

厚生労働省

◎ ◎ ◎ ◎

漁業人材育成総合支援事
業

漁業者等の安定的な確保と育成を図るため、漁業へ
の就業前の若者に対し資金を交付するほか、就業・
定着促進のための漁業現場での長期研修、海技免状
等の資格取得及び漁業者の経営能力の向上等を支援
する。

農林水産省

◎ ◎ ◎

食料産業・６次産業化交付
金（うち加工・直売の推進
支援事業）

地域の創意工夫により、農林漁業者等と食品製造・流
通業者等の多様な事業者がネットワークを構築して行う
６次産業化等の取組を推進するため、新商品開発や販
路開拓等を支援する。

農林水産省

◎ ◎ ◎ ◎

イノベーション創出強化
研究推進事業

我が国の農林水産・食品産業の競争力を強化し飛躍
的に成長させていくため、従来の常識を覆す革新的
な技術・商品・サービスを生み出していくイノベー
ションの創出に向け、『「知」の集積と活用の場』
による研究開発を重点的に推進する提案公募型研究
事業。
地域再生計画に位置づけられた研究課題について
は、採択に当たって一定程度配慮する。

農林水産省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎

農山漁村振興交付金 地域の創意⼯夫による活動の計画づくりから農業者等
を含む地域住⺠の就業の場の確保、農⼭漁村における
所得の向上や雇⽤の増⼤に結びつける取組を総合的
に支援する。当該取組が地域再生計画に位置付けられ
ている場合、公募・選定等に当たり配慮する。

農林水産省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

地域再生支援のための
「特定地域プロジェクト
チーム」の編成

地方公共団体、地元経済界、国の地方支分部局等の
横断的な議論の場（共通プラットホーム）を活用
し、必要に応じて、国の出先事務所・支局等も活用
しつつ、地方支分部局の担当課長等からなる「特定
地域プロジェクトチーム」を編成し、市町村と一体
となって具体のプロジェクトの実現を支援する。

国土交通省
内閣府
総務省
財務省
厚生労働省
農林水産省
経済産業省
環境省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

地域再生等に資する実用
化技術の研究開発助成

地域の諸課題(社会インフラの老朽化、少子高齢
化、気候変動に伴う災害など)の解決に資するため
の研究開発のテーマを国が示し、そのテーマに対
し、民間企業や大学等の研究開発提案を公募し、よ
り効果的・効率的な研究開発に対し助成を行う競争
的資金制度。産学官の連携等により、地域が抱える
建設技術に関する課題解決に対して先駆的に行う研
究開発であり、かつ、他地域への応用性のある建設
技術の研究開発課題を対象に公募を実施。地域再生
計画に位置づけられたものについて配慮する。

国土交通省

◎ ◎ ◎ ◎

「コミュニティ・レー
ル」化への支援（幹線鉄
道等活性化事業（形成計
画事業））

潜在的な鉄道利用ニーズが大きい地方都市やその近
郊路線等について、地域公共交通網形成計画の枠組
みを活用して、地域鉄道の利用促進や地域の活性化
を図るべく、鉄道の利便性向上のための施設整備を
支援する。

国土交通省

◎ ◎
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施 策 名 施 策 概 要 府 省 庁 名

地域再生計画と連動する方法 プログラム分類 特定政策課題のテーマ分類

地域公共交通確保維持改
善事業

多様な関係者の連携により、地方バス路線、離島航
路・航空路などの生活交通の確保・維持を図るとと
もに、バリアフリー化や地域鉄道の安全性向上に資
する設備の整備など、快適で安全な公共交通の構築
に向けた取組を支援する。

国土交通省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

「小さな拠点」を核とし
た「ふるさと集落生活
圏」形成推進事業

人口減少・高齢化が進む中山間地域等において、基
幹集落に複数の生活サービスや地域活動の場を集
め、周辺集落とネットワークで結ぶ「小さな拠点」
の形成を推進するため、市町村・ＮＰＯ等が行う既
存施設を活用した生活機能等の再編・集約に係る事
業について支援を行う。

国土交通省

◎ ◎ ◎

生涯活躍のまち形成事業
計画によるサービス付き
高齢者向け住宅の入居者
要件の設定

認定地域再生計画に記載された「生涯活躍のまち」
形成事業の実施に当たり、認定市町村が作成する生
涯活躍のまち形成事業計画において、国土交通大
臣・厚生労働大臣が定める基準に従い、サービス付
き高齢者向け住宅の入居者についての要件を定めた
場合、当該要件に該当する者も入居対象とする。

国土交通省
厚生労働省

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
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